
※行や列の追加及び削除は行わないでください。
※シート名は変更しないでください。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

【申請要件確認欄】

※ 受付番号は記入しないこと

建設工事関連業務に係る競争入札等参加者の資格及び資格審査に関する
要領第２条第２項に掲げる要件を全て満たしている者であること。

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４（同令第167条の
11第１項において準用する場合を含む。）の規定に該当しない者である
こと。

###.###.##.jp

申請事務担当者
###-###-####

所属/職名

【担当者】ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

営業部　課長 氏名

【代表】ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ ###.###.##.jp

氏 名

電話番号

電 話 番 号

愛媛　二郎

代表取締役 愛媛

（職印）

※受付番号

令和　　　年　　　月　　　日

令和 7・8年度　建設工事関連業務入札参加資格審査申請書

（測量・建設コンサルタント等）

商 号 又 は 名 称

住 所 東京都○○区□□丁目△－△

株式会社県庁測量設計

　愛媛県知事　中村　時広　　様

代表者の役職及び氏名

事 務 所 の 名 称
及 び 所 在 地

（ 行 政 書 士 ）

法 人 番 号
（ 法 人 の 場 合 ）

太郎

記入例

住所の欄はすべて全角で入力してください。

〇良い例：松山市一番町４丁目４－２ （全角）

×悪い例：松山市一番町4丁目4-2 （半角）

「商号」及び「代表者の役職及び氏名」の欄に環境

依存文字（﨑や髙）を入力しないでください。

〇良い例：高、崎

×悪い例：髙、﨑



←商号名称の頭文字（ひらがな）

意

匠

構

造

暖

冷

房

衛

生

電

気

建

築

積

算

機

械

設

備

積

算

電

気

設

備

積

算

調

査

希望
業務

◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

登録
部門

◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

（ ）7人

（ＦＡＸ番号）

土 木 関 係 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務

そ

の

他

登録事業名 登録番号 登録年月日

建〇第○○号 令和○年〇月〇日

100,000 千円

55,000,000

二級建築士

5人

ＲＣＣＭ

不動産鑑定士補

土木学会認定土木技術者 技 術 士 補

代表者の役職及び氏名

地　質　調　査　業　務

愛媛県電子入札用業者ＩＤ 取得前
○ 補償関係コンサルタント業務

○ そ　　　　の　　　　他

け 業
種
区
分

○ 測　　　　　　　　　　量

○ 建築関係建設コンサルタント業務

○ 土木関係建設コンサルタント業務

○

太郎

たろう

代表取締役社長 愛媛

えひめ

総職員数 1100人 技術職員数 890人 （うち技術士数）

（ふりがな） けんちょうそくりょうせっけい （ふりがな）

東京都○○区□□□丁目△－△

法人番号
（法人の場合） 1234567890123

（ふりがな）

本店所在地

とうきょうと○○く□□□ちょうめ△－△

電　話　番　号
〒 ###-####

###-###-####

###-###-####

390人
そ の 他 の
職 員 数

210人

商号又は名称 株式会社県庁測量設計

測

量

一

般

地

図

の

調

整

航

空

測

量

建

築

一

般

専 門
河
川
・
砂
防
及
び
海
岸
・
海
岸

事

業

損

失

補

償

関

連

総

合

補

償

地

質

調

査

業

務

補償関係コンサルタント業務

造

園

都

市

計

画

及

び

地

方

計

画

港

湾

及

び

空

港

電

力

土

木

道

路

鉄

道

上

水

道

及

び

工

業

用

水

道

下

水

道

◯ ◯

希望業務｢その他｣の内容 土壌汚染調査

電

気

電

子

土

地

調

査

土

地

評

価

地

質

物

件

機

械

工

作

物

営

業

補

償

・

特

殊

補

償

土

質

及

び

基

礎

鋼

構

造

及

び

コ

ン

ク

リ

ー

ト

ト

ン

ネ

ル

施
工
計
画

、
施
工
設
備
及
び
積
算

建

設

環

境

機

械

農

業

土

木

森

林

土

木

水

産

土

木

廃

棄

物

業

務

内

容

測 量 建築関係建設コンサルタント業務

測 量 業 者 第(○○)-○○号 令和○年〇月〇日 建 築 士 事 務 所 第○○号 令和○年〇月〇日 建設コンサルタント

登録事業名 登録番号 登録年月日 登録事業名 登録番号 登録年月日

地質調査業者 質○第○○号 令和○年〇月〇日 補償コンサルタント 補〇第○○号 令和○年〇月〇日 不動産鑑定業者

土地家屋調査士 司 法 書 士 計量証明事業者 第○○号 令和○年〇月〇日

測 量 100,000 千円
資本金(千円) 7,500,000

建築関係建設コンサルタント業務

地 質 調 査 業 務 100,000 千円

補償関係コンサルタント業務 100,000 千円

営業年数（年） 30そ の 他 100,000 千円

計 600,000 千円

土木関係建設コンサルタント業務 100,000 千円
自己資本金(千円）

有
資
格
者
等
職
員
数

測量士 測量士補 環境計量士 一級建築士

直前２箇年
の年間平均

実績高

構造設計一級建築士 設備設計一級建築士

60人 140人 15人 30人

土地家屋調査士 司法書士 補償業務管理士 地質調査技士 公共工事品質確保技術者

(Ⅱ)

50人 5人

木造建築士 建築設備士 建築積算士 1級土木施工管理技士 2級土木施工管理技士 不動産鑑定士

10人 (Ⅰ)

2級

技
術
士

（
人

）

河川、砂防、海岸・海洋 港 湾 、 空 港 電 力 土 木 道 路

特別上級 上級 1級

鉄 道 上水道、工業用水道 下 水 道

50人 10人 5人 60人 10人

地 質

30人

農 業 土 木 森 林 土 木 水 産 土 木 廃 棄 物 造 園 都市計画、地方計画

電 気 電 子

10人

土 質 、 基 礎 鋼構造、コンクリート ト ン ネ ル 施工計画、施工設備、積算 建 設 環 境 機 械

備 考

常駐職員数

営業所長 790-####
愛媛県松山市一番町○丁目○－
○

入札・契
約等に係
る権限を
委任する
支店・営
業所等

（ふりがな）

名　　　称

代表者 電話番号

愛媛 四郎

ＦＡＸ番号

松山営業所

まつやまえいぎょうしょ

(うち技術職員数)役職名 氏　 　名
郵便番号 所　　在　　地

###-###-#### 10人

###-###-####

「商号」及び「代表者の役職及び氏名」の欄に環境

依存文字（﨑や髙）を入力しないでください。

〇良い例：高、崎

×悪い例：髙、﨑

住所の欄はすべて全角で入力してください。

〇良い例：松山市一番町４丁目４－２ （全角）

×悪い例：松山市一番町4丁目4-2 （半角）



（２）子会社

（３）役員の兼任

　　有 　　無 （該当するものを☑すること）

　　有 　　無 （該当するものを☑すること）

株式会社○○測量設計 ○○県□□市△△丁目△－△

取締役代表取締役社長 愛媛　太郎 株式会社○○補償コンサルタント

愛媛県に測量・建設コンサルタント等に係る入札参加資格審査申請書を提出し、又は提出を予定している系
列会社の状況

商号又は名称 電　話　番　号

（１）親会社 　　有 　　無 （該当するものを☑すること）

住　　　所

申請者役職 兼任先役職氏名 兼任先の商号又は名称

商号又は名称 住　　　所 電　話　番　号

###-###-####



（業種区分）

請負代金の額 着工年月
(千円) 完成(予定)年月

令和○年○月
令和○年○月

年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月

記載要領
１　本表は、業種区分別又はその他の営業の種類別に作成すること。
２　本表は、直前２年間の主な完成業務及び直前２年間に着手した主な未完成業務について記載すること。
３　下請については、「発注者」の欄には元請業者名を記載し、「件名」の欄には下請件名を記載すること。
４　｢測量等対象の規模等｣は、例えば測量の面積・精度等、設計の階数・構造・延べ面積等を記載すること。
５  「請負代金の額」は、消費税込みの金額を記載すること。

業務履行場所

測量

測　量　等　実　績　調　書

件　　　　　名

○○○○委託業務
路線測量　○○㎞
用地測量　□□㎢

発　注　者 測量等対象の規模等

○○県 7,000

元請又は
下請の別

○○県 元請

以下、希望するすべての業務について作成してください。（別葉にすること。）

以下、記載要領に従って記入してください。



記載要領

１　本表は、種類欄に記載した業種区分（「測量」、「建築関係建設コンサルタント」、「土木関係建設コンサルタント」、「地質調査」、「補償関係コンサルタント業務」、

　　「その他」）ごとに作成すること。

２　「所属営業所」の欄には、技術者が主に勤務する営業所名を記載すること。

３　「法令による免許等」の欄には、業務に関し法律又は命令による免許又は技術若しくは技能の認定を受けたものを記載すること。

４　「実務経歴」の欄には、最近のものから記載し、純粋に測量、建設コンサルタント等業務に従事した職種及び地位を記載すること。
５　当様式にかえて、令和５・６年度国土交通省地方整備局等測量・建設コンサルタント等業務競争参加資格審査申請書　様式④のほか
　　記載事項が当様式に準じるものであれば任意様式での提出も認めます。

技　　　　術　　　　者　　　　経　　　　歴　　　　書

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

本店 ○○　○○ 測量士 令和○○年〇月〇日 ○○○○測量業務
　　○年　　○

月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

実　　務　　経　　歴所属営業所 氏　　名

測量（業種区分）

実務経験年月数
法 令 に よ る 免 許 等
名　　称 取得年月日

以下、希望するすべての業務について作成してください。（別葉にするこ

と。）

㊟申請者が建設コンサルタント業務、地質調査業務、補償関係コンサルタン ト業務を

希望し、かつ登録業者であるときは、各登録規程による現況報告書 の写しの提出があ

れば､当該業種に係る「技術者経歴書」の提出を省略する ことができます。

以下、記載要領に従って記入してください。


